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（百万円未満切捨て） 

１．2022 年３月期の連結業績（2021 年４月１日～2022 年３月 31日） 

 (1) 連結経営成績                                       （％表示は、対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年３月期 2,074,428 38.6 676,322 72.4 694,434 71.4 500,117 70.3 

2021年３月期 1,496,906 △3.0 392,213 △3.4 405,101 △3.1 293,732 △6.5 

（注） 包括利益 2022年３月期  668,238百万円(154.8%)   2021年３月期 262,230百万円(△8.6%)  
 

 
1 株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2022年３月期 1,203.80 1,202.75 16.3 18.7 32.6 

2021年３月期 706.76 706.26 10.7 12.3 26.2 

（参考） 持分法投資損益 2022年３月期 7,140百万円  2021年３月期 5,364百万円  

 (2) 連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2022年３月期 4,053,412 3,429,208 82.1 8,007.24 

2021年３月期 3,380,615 2,886,625 83.2 6,769.72 

（参考） 自己資本 2022年３月期 3,326,564百万円  2021年３月期 2,813,137 百万円  

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2022年３月期 553,528 △253,723 △122,504 1,008,925 

2021年３月期 401,176 △250,719 △91,123 801,596 

 

 

２．配当の状況    

  

年間配当金 配当金 
総額 

（合計） 

配当 
性向 

（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

第１ 
四半期末 

第２ 
四半期末 

第３ 
四半期末 

期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

2021年３月期 － 110.00 － 140.00 250.00 103,853 35.4 3.8 

2022年３月期 － 150.00 － 250.00 400.00 166,166 33.2 5.4 

 

３．2023 年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月 31日） 

2023年３月期の連結業績及び配当予想につきましては、開示が可能となった時点で速やかに開示します。 



※注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無 

 

 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更        ： 無 

③ 会計上の見積りの変更         ： 無 

④ 修正再表示              ： 無 

（注）詳細は、添付資料 18 頁「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）」をご覧下さい。 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）    2022 年３月期   416,662,793 株 

2021年３月期   416,662,793 株 

② 期末自己株式数              2022 年３月期     1,218,008 株 

2021年３月期     1,115,572 株 

③ 期中平均株式数              2022 年３月期   415,449,156 株 

2021年３月期   415,602,349 株 

 

 

（参考）個別業績の概要 

2022年３月期の個別業績（2021年４月１日～2022年３月 31日） 

 (1) 個別経営成績                                       （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年３月期 693,933 △16.3 163,042 18.7 201,241 25.1 150,831 26.8 

2021年３月期 829,065 △1.9 137,341 △7.0 160,800 △3.9 118,910 △9.8 

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020年３月 31日）等を 2022 年３月期の期 
首から適用したことに伴い、関係会社との取引の一部が代理人取引に該当し、収益計上金額を総額 
から純額へ変更したことにより、2022年３月期の売上高は前期より減少しています。 

 

 
1株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

2022年３月期 363.06 362.76 

2021年３月期 286.12 285.92 

 (2) 個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2022年３月期 1,299,322 883,505 67.8 2,120.89 

2021年３月期 1,199,772 856,040 71.2 2,055.94 

（参考） 自己資本 2022年３月期 881,113 百万円  2021 年３月期 854,340 百万円  

 

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。 

 


	1.145-4Q決算短信（ｻﾏﾘｰ情報）【第3稿】
	2.145-4Q決算短信（ｻﾏﾘｰ情報以外）【第3稿】
	（継続企業の前提に関する注記）
	該当事項はありません。
	（会計方針の変更）
	（収益認識に関する会計基準等の適用）
	「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。
	また、顧客への商品等の販売における当社グループの役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しています。
	収益認識会計基準等の適用については収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。この結果、利益剰余金の当期首残高は2,133百万円減少しています。
	収益認識会計基準等の適用が当連結会計期間の売上高、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微です。
	収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より、「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法による組替えは行っていません。
	（時価の算定に関する会計基準等の適用）
	「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。これによる、連結財務諸表への影響はありません。
	（セグメント情報）
	①　報告セグメントの概要
	当連結会計年度より、報告セグメントを変更しました。この変更により、当社事業の目指すところがより明瞭になり、また事業が向き合い貢献していく市場や産業により相応した報告になります。尚、セグメントを構成する事業単位は、それぞれで分離された財務情報が入手でき、意思決定機関において、経営資源の配分決定や業績評価のために定期的に検討を行う対象です。
	新しい報告セグメントの各セグメントに属する主要製品及びサービスは、下記のとおりです。
	②　報告セグメントごとの売上高、利益、資産、負債その他の項目の金額の測定方法
	報告セグメントの利益は、営業利益であり、その会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則及び手続に準拠した方法です｡セグメント間の内部収益及び振替高は、概ね市場実勢価格に基づいています。ただし、同一事業所内でのセグメント間の振替高は、製造原価に基づいています。 　なお、当社では、事業セグメントへの資産の配分は行っていません。
	③　報告セグメントの売上高、利益、その他の項目に関する情報
	(1)当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
	（単位：百万円）
	(2)前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）
	（※）変更後の報告セグメントの区分に基づき作成しています。
	（単位：百万円）

	4.補足資料：四半期業績の推移(1454Q)【第3稿】
	四半期比較(数字開示ベース) 

	5.145-4Q決算短信（補足資料）【第3稿】
	４．貸借対照表　前期末比増減の内訳

	空白ページ
	空白ページ



